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Ⅰ 平成２５年度県南保健福祉事務所の基本方針及び重点施策  

 

（基本方針） 

東日本大震災及び原子力災害の影響により、保健・医療・福祉を取り巻く状況は、

少子高齢化の加速、被災地を中心とした地域医療や福祉サービスの提供体制の再構築

の問題など、大きく変化しています。 

また、放射性物質による健康や食への影響の恐れから、住民の安全・安心に対する

関心がより一層高まっています。 

このような状況を踏まえ、人と地域のつながりに支えられ、子どもたちが健やかに

育ち、高齢者、障がい者、すべての人が、健康で生きがいと幸せを実感でき、安心し

て暮らせる県南地域を実現するために、３つの基本方針を掲げ、施策を展開します 

１ 一人ひとりが、人や地域とのつながりと思いやりを大切にし、お互いを支え

合う 温かな社会 

２ 夢や希望を持ち、生涯を通じて健やかに暮らせる 豊かな社会 

３ 保健・医療・福祉サービスの充実した、快適に暮らせる 安全・安心な社会  

 

（重点施策） 

１ 復興へ向けた保健・医療・福祉の推進 

（１）保健・医療・福祉の連携の推進 

ア 住民の健康維持、可能な限り住み慣れた地域で、自立した日常生活を営

むことができるよう、保健・医療・福祉の向上と増進のため関係機関の役

割分担を明確にしながら連携のさらなる推進を図ります。 

（２）復興へ向けた心身の健康管理対策の推進  

ア 被災者の健康状態の悪化予防及び健康不安の解消を図るため、仮設住宅

や借上げ住宅入居者等に対して心のケアを含めた健康支援活動に取り組

みます。 

イ 放射線による健康への影響等について、住民等への正しく分かりやすい

情報の提供等をするなど、啓発活動に取り組みます。 

（３）飲料水及び食品等の安全性の確保 

ア 飲料水の放射性物質の定期的なモニタリング検査を実施し、利用者の安

全と安心の確保を図ります。 

イ 県内産農林水産物等を原材料とする加工食品を中心に放射性物質検査

を実施し、市場等に流通する食品等の安全と安心の確保を図ります。 

 

２ 全国に誇れる健康長寿の県づくり  

（１）心身の健康を維持、増進するための環境づくりの推進 

ア 住民一人ひとりが実践する健康づくりを基本に、家庭、学校、職域、地

域が一体となって健康的な生活習慣の確立等に取り組む「県民健康づくり

運動」の展開を図り、関係機関との連携により健康寿命の延伸と健康格差
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の縮小をめざします。 

イ 健康づくりを円滑に進めるため、相談や保健指導等に従事する者の資質

の向上に努めます。 

（２）生活習慣病を予防するための環境づくりの推進 

ア 生涯を通じた生活習慣病予防のための教育を推進するとともに、喫煙

（分煙対策・禁煙支援）、栄養・食生活、運動、飲酒、休養、歯・口腔ケ

アなどについて望ましい生活習慣の確立を目指し、さらに生活習慣の改善

に取り組める環境の整備を図ります。 

イ がん予防に関する正しい知識の普及啓発を図るとともに、早期発見のた

めがん検診受診率の向上に努めます。 

ウ 医療保険者による特定健診・特定保健指導の着実な実施を支援し、メタ

ボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少をめざします。 

エ う蝕や歯周疾患等の歯科疾患に関する予防意識の浸透を図り、口腔の健

康の保持増進を図るため、関係機関との連携の下にライフステージに応じ

た歯科保健思想の普及啓発を図ります。 

（３）在宅緩和ケア体制の推進 

ア がん診療連携拠点病院が作成した「緩和ケア地域医療連携パス」を中心

として、医療と介護が連携することにより、がん患者が住み慣れた家庭や

地域で療養生活送れるよう、在宅医療や緩和ケアなどの提供体制や相談支

援体制の整備を支援します。 

イ 在宅医療や緩和ケアで適切で必要な医療が受けられるよう、社会資源の

情報をホームページに掲載し、在宅医療の支援に努めます。 

（４）健全な食生活を育むための食育の推進 

ア 住民一人ひとりが、自らの食を見直し、健全な食生活と豊かな人間性を

はぐくむために、家庭、学校、地域が一体となった食育の取組みを推進し

ます。 

（５）感染症対策の推進 

ア 感染症の予防及びまん延を防止するため、感染症に関する正しい知識の

普及啓発に努めるほか、予防接種や感染症情報などの情報提供に努めます。 

 

３ 地域医療の再生 

（１）医師、看護師等の確保と資質の向上 

ア 将来的に県南地域へ医師が定着するよう、医科大学等の医学生を対象と

し、県南地域の魅力と医療の現状を理解する地域医療体験研修を行いま

す。 

イ 限られた医療資源において、医療従事者の確保と資質の向上に努めま

す。 

（２）安全、安心な医療サービスの確保 

ア 住民が、安全で安心できる医療が受けられるよう、保健・医療・福祉の

連携を強化するとともに、医療機関相互の役割分担と連携を促進し、安全
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で質の高い効率的な医療提供体制の確保を図ります。 

 

４ 日本一安心して子どもを生み育てられる環境づくり 

（１）子育て支援サービスの充実 

ア 保育施設の整備の促進及び保育の質の向上や、認可外保育施設への支援

などを推進します。 

また、多様なニーズに対応した子育て支援サービスの推進に努めます。 

（２）次代の親を育成するための環境づくりの推進 

ア 家庭を築き、子どもを生み育てることの意義に関する教育・啓発を推進

します。 

イ 思春期の若者や保護者に対して、性に関する不安や悩みなどについての

相談、ネットワークづくりを継続して思春期保健対策を整備推進します。 

 

５ ともにいきいき暮らせる福祉社会の推進 

（１）高齢者を対象とした介護・福祉サービスの充実 

ア 高齢者がその状態に応じた適切で質の高いサービスを利用できるよう、

市町村や事業者の支援・指導に努めるとともに、保健・医療・福祉などさ

まざまなサービスを継続的かつ包括的に提供できる「地域包括ケアシステ

ム※（介護施設、居宅サービスなど）」の整備を推進します。 

（２）地域生活移行や就労支援など障がい者の自立支援 

ア 障がい者が、自分らしい生活と社会参加を実現するために、その方にあ

った自立の在り方を理解し、障がいのある方自身のニーズに適切に対応し

ながら、地域生活支援体制の充実を図り、地域で安心して暮らすための取

組みを促進します。 

イ 障がい者の就労支援や居住環境の整備など生活環境全般への取組み（介

護、生活訓練など）を積極的に展開するとともに、障がいのある方がより

適切で質の高いサービスを利用できるよう市町村や事業者の支援・指導に

努めます。 

（３）生活支援の充実 

ア 生活保護法に基づき、生活困窮者の最低生活の保障を適正に行うととも

に、要保護者の自立を促進します。 

 

６ 誰もが安全で安心できる生活の確保 

（１）生活衛生関係営業施設の衛生水準の維持向上 

ア 住民の生活に密接な関係を有する生活衛生関係営業施設に対する監視

指導を実施し、衛生水準の維持向上のための対策を推進します。 

（２）安全な水の安定的な供給 

ア 住民が安全な水を将来にわたって安定的に享受できるよう、水道事業者

の適正な供給管理態勢と事業運営態勢の維持、向上を支援します。  
また、水道事業者の的確な水道ビジョンや水安全計画、危機管理計画の
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策定を支援するとともに、運営基盤を強化するために必要に応じた事業の

広域化を支援します。  
（３）食品等の安全性の確保 

ア 消費者が安心して食品を選ぶことができるよう、消費者の視点を重視し、

食品関連事業者や消費者、関係機関と相互の連携を図りながら、生産から

流通、消費に至る一貫した食品安全確保対策を推進します。 

（４）人と動物の調和ある共生 

ア 動物愛護思想の普及啓発を行うとともに、「飼い犬のしつけ方教室」などの

各種の事業を通して、ペット動物の適正飼養に関する知識や終生飼養の意識の

定着化を図り、人と動物の調和ある共生を推進します。 

（５）健康危機管理体制の強化 

ア 医薬品、食中毒、感染症、飲料水その他何らかの原因により、住民の生

命・健康の安全を脅かす事態に対して行われる健康被害の発生予防や拡大

防止に関する業務（健康危機管理）の充実強化に努めます。 

（６）災害時の保健医療福祉体制の強化 

ア 災害時要援護者を迅速かつ的確に安全な場所へ避難させ、避難に伴う健

康被害を最小限に抑えるため、災害時要援護者避難支援個別計画の全市町

村での策定を促進します。 

イ 災害時に何らかの特別な配慮を要する高齢者、障がい者、妊産婦、乳幼

児、病弱者等が避難できる福祉避難所の指定等を促進します。 

ウ 地域防災計画の見直しなどに合わせ、広域避難が生じた場合を想定した 

保健・医療・福祉の専門職チーム等の派遣体制の検討や､県内外の医療機

関や福祉施設での利用者等受入の促進など関係団体との災害時連携体制

の一層の強化を図ります。  
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Ⅱ 平成２５年度主要事業計画 

 

１【復興へ向けた保健・医療・福祉の推進】 

 

 

（１）復興へ向けた心身の健康管理対策の推進 

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

被災者健康支援事業 長期にわたり避難生活を余儀なくされている被災者

や生活環境の変化にさらされている住民の等の健康状

態の悪化や予防や健康不安の解消等に向け、被災者に

対する健康支援活動を継続的安定的に実施することを

通し、被災者の健康増進をはかることを目指します。 

（１）県南地域被災者健康支援連絡会議の開催 

（２）被災市町村の健康支援活動調整及び被災者健康

支援活動  

健康増

進課 

 
（２）飲料水及び食品等の安全性の確保 

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

飲用井戸等の放射性

物質モニタリング検

査 

 住民から依頼のあった生活用水として飲用に使用し

ている井戸水や湧水等の放射性物質について検査を実

施する。 

衛生推

進課 

 

食品中の放射性物質

対策事業 

市場等に流通する食品等についての安全を確認する

ため、県内農林水産物等を原材料とする加工食品の放

射性物質検査を実施する。 

 

２【全国に誇れる健康長寿の県づくり】 

 

 

（１）心身の健康を維持、増進するための環境づくりの推進 

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

薬物乱用の防止 薬物乱用の低年齢化や違法薬物への対策のため、若

年層に重点をおいた普及啓発を行います。 

（１）中学高校等の薬物乱用防止教室への講師派遣 

（２）スクールキャラバンカーによる小学校巡回 

（３）「ダメ。ゼッタイ。」普及運動による啓発 

（ヤング街頭キャンペーン） 

医療薬

事課 

 

医療用麻薬に関する

指導 

病院や薬局等において麻薬等の管理が適切に行われ

るよう、定期的に麻薬等取扱施設の立入指導を実施し

ます。 

自殺対策の充実  自殺者数の減少をはかるため、うつ病を中心とした

自殺の予防や相談等の支援体制を整備するとともに、

自殺予防に向けた普及啓発や市町村が取り組む自殺対

策関連事業への支援など、自殺対策の定着化を図りま

す。 

保健福

祉課 
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健康ふくしま２１推

進事業 

県民の健康づくりの基本方針である「第二次健康ふく

しま２１計画」の目標である健康寿命と健康格差の縮小

を目指し、各市町村が実施する健康増進事業や市町村増

進計画の策定・推進のための支援を行います。 

（１）健康増進事業技術的助言 

（２）市町村健康増進計画策定支援等 

健康増

進課 

県南の地域・職域連携

推進事業 

地域保健と職域保健が連携し、生涯を通した継続的な

保健サービスを提供する体制の整備を図ります。 

（１）県南の地域・職域連携推進協議会の開催 

（２）地域・職域連携事業  

健康増

進課 

市町村幼児う蝕予防対

策事業 

幼児う蝕率有病率の高いことから母子保健法に基づ

く市町村で実施する１才６ヶ月検診後のハイリスク児

等を支援することにより、幼児う蝕有病率状況の改善を

図る。 

（１）市町村幼児う蝕予防対策検討会 

（２）幼児う蝕予防フォローアップ事業 

 

健康増

進課 

 

（２）生活習慣病を予防するための環境づくりの推進 

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

喫煙対策の推進 成人の喫煙率の減少、未成年者の防煙に重点を置いた

対策を推進します。 

（１）喫煙による健康被害等の情報提供、普及啓発 

（２）公共施設における分煙化実態調査 

（３）子どもの受動喫煙防止サポーター研修会 

健康増

進課 

 

食環境整備事業 健康に配慮した食事や環境の提供、健康づくりのため

の情報発信ができる飲食店等を通して、住民が安心して

外食を楽しめる食環境の整備を図ります。 

（１）うつくしま健康応援店の普及拡大 

特定給食施設管理事業 給食施設設置や管理者、給食従事者に対し、健康増進

に果たす給食の役割や給食運営等に関する情報提供を

行いことにより、住民の栄養の改善及び健康の保持増進

を図ります。 

（１）特定給食施設巡回指導 

（２）特定給食施設等講習会の開催 

歯科保健対策 市町村の地域特性に応じた支援を行うために、市町村

歯科保健支援体制検討会及び地域歯科保健推進研修会

を開催し、歯科保健支援体制の構築を図ります。 

（１）市町村歯科保健強化事業 

（２）地域歯科保健活動推進事業 

生涯を通した歯の健康づくりを推進するため、在宅療

養者らに対し口腔保健指導を行うとともに、施設等の保

健担当者への助言指導を行います。 

（１）ヘル歯一ケア推進事業 
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（３）在宅緩和ケア体制の推進 

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

地域がん医療連携拠点

病院整備事業 

がん診療連携拠点病院が作成する地域医療連携クリ

ティカルパスを中心として、医療と介護が連携すること

により、がん患者が住み慣れた家庭や地域で療養生活が

送れるよう、在宅医療や緩和ケアなどの体制整備を支援

します。 

総務 

企画課 

 

（４）健全な食生活を育むための食育の推進 

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

未来(ゆめ)づくり食

育推進事業 

「未来(ゆめ)づくり食育事業実施要領」に基づき県

民が生涯にわたり健康で行き行きと生活を送ることが

できるよう、食習慣の基礎を培う幼児・児童生徒を教

育する立場の幼稚園・保育所職員や市町村職員等に対

し食育計画の作成や充実を図るための支援を行いま

す。また、幼稚園・保育所の食育計画にも影響を及ぼ

す市町村食育推進計画の作成のための支援を行いま

す。 

（１）市町村食育計画の策定支援 

（２）未来（ゆめ）づくり食育計画作成支援研修会 

（３）市町村栄養・食生活事業への支援 

健康増

進課 

 
（５）感染症対策の推進 

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

感染症対策の推進 感染症の発生時には患者等に適切な医療を受ける機

会を提供するとともに、必要に応じて疫学調査や保健

指導を実施して感染症の拡散防止を図ります。 

また、関係機関に対する感染症情報の提供や地域住

民等に対する啓発も行います。 

（１）感染症発生動向調査事業 

（２）感染症情報の定期的な発行 

（３）つつが虫病に関する講座の開催 

（４）予防接種普及事業 

医療薬

事課 

 

結核対策の推進 結核のまん延を防止するため、患者の療養支援や地

域住民に対する啓発を行います。 

（１）患者治療費の公費負担 

（２）患者検診の実施 

（３）高齢者施設職員等を対象とした出前講座の開催 

 

３【地域医療の再生】 

 

 

（１）医師、看護師等の確保と資質の向上 

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

医師定着促進事業 将来的に県南地域へ医師が定着するよう、医科大学等

の医学生を対象とし、県南地域の魅力と医療の現状を理

解する地域医療体験研修を行います。 

総務 

企画課 
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（２）安全、安心な医療サービスの確保 

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

地域医療体制の整備 病院や診療所の医療機関における、院内感染対策を

はじめとする医療安全の確保を図ります 

（１）医療安全研修会の開催 

（２）県南地域医療安全ネットワーク会議の開催 

（３）医療法に基づく医療機関への定期的立入 

医療薬

事課 

 

救急医療体制の整備 救急医療対策協議会等の開催により、関係者間での

情報交換と問題点の洗い出しを行います。 

（１）県南地域救急医療対策協議会の開催 

（２）県南地域救急医療対策協議会ワーキンググルー

プ会議の開催 

献血者の確保 安定した献血者数を確保するため、各種啓発を行い

ます。 

また、骨髄バンクドナー登録を推進します。 

（１）街頭献血キャンペーン 

（２）献血協力事業所等の訪問 

（３）市町村献血担当者会議の開催 

（４）献血併行型骨髄ドナー登録実施 

医薬品の有効性・安全

性の確保 

適正な医薬分業の推進や薬事営業者等の立入指導に

より医薬品等による健康被害や毒物劇物による事故防

止を図ります。 

（１）薬局等薬事営業者への立入指導 

（２）毒物劇物営業者への立入指導 

難病対策の推進事業 特定疾患治療研究事業等により医療費の負担軽減を

図るとともに、関係機関と連携を図り、難病患者等・

家族が安心して療養生活を送ることができるよう支援

体制の整備を図ります。 

（１）特定疾患治療研究事業 

（２）難病在宅療養者支援体制整備事業 

・難病患者地域支援連絡会議 

・相談指導事業 

・医療相談事業 

・訪問診療事業 

・難病ボランティア活動支援 

（３）遷延性意識障害者治療研究事業 

（４）先天性血液凝固因子障害等治療研究事業 

（５）原子爆弾被爆者対策事業 

（６）石綿による健康被害・救済給付事業 

健康増

進課 
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４【日本一安心して子どもを生み育てられる環境づくり】 

 

 

（１）子育て支援サービスの充実 

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

保育対策等促進事業 認可保育所等が行う延長保育や保育環境の改善事業

等に要する経費を市町村が補助する場合、当該市町村に

対して補助金を交付することで、子育てと仕事の両立を

容易にするとともに子育てに伴う負担感を緩和し、安心

して子育てができる環境整備を総合的に推進します。 

保健福

祉課 

地域保育施設助成事業 民間の認可外保育施設のうち事業所内施設を除く施

設の入所児童の健康診断、教材等の購入及び運営に要す

る経費を市町村が補助する場合、当該市町村に対し補助

金を交付することで、認可外保育施設における乳幼児の

処遇の向上を図ります。 

多子世帯保育料軽減事

業 

３人以上の子どもを養育している世帯に対する保育

所保育料の軽減措置を行う市町村に対し補助金を交付

することで、子育てにかかる保護者の経済的な負担感の

軽減を図ります。 

 

(２）次代の親を育成するための環境づくりの推進 

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

県南地域思春期保健

対策推進事業 

１０代の性の健康問題を分析・協議し、関係機関と

の連携・協力体制の強化を図り有機的な事業を推進し

ます。 

（１）思春期保健教育実態調査、ホームページの充実

等 

保健福

祉課 

思春期相談事業 思春期にある子ども達の性の健康問題に適切に対応

できる個別相談体制の充実に向けて、思春期相談ほっ

とラインによる電話やメール相談等により、性の悩み

や不安等に対しての相談や正しい知識の提供等に努め

ます。 

（１）思春期相談ほっとライン（電話・面接・メール

相談） 
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５【ともにいきいき暮らせる福祉社会の推進】 

 

 

（１）高齢者を対象とした介護・福祉サービスの充実 

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

高齢者福祉計画等の推

進 

県南地域における高齢者福祉計画等の進捗状況の管

理や課題の検討等を行います。 

（１）高齢者福祉計画・介護保険事業支援計画に係る県

南圏域連絡会議の開催 

保健 

福祉課 

 

おもいやり駐車場利用

制度の推進 

車いす使用者用駐車スペース（ マークのある駐車

場）の利用適正化を図るため、対象者に県が利用証を発

行し、利用者には駐車する際に利用証の掲示を求める

「おもいやり駐車場利用制度」が平成２１年７月１日か

らスタートしたことから、この制度の推進を図ります。 

 

（２）地域生活移行や就労支援など障がい者の自立支援 

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

障がい者の地域生活移

行の支援 

 障がいのある人たちが、自分らしい自立した生活と地

域参加を実現するため、地域生活支援体制等の充実を図

ります。 

（１）精神障がい者地域移行・地域定着支援事業 

精神障がい者支援に係る体制整備の調整、研修 
会の企画等の実施。 

（２）障がい児（者）地域療育等支援事業 

・市町村の相談支援体制整備への助言・指導 

・専門的な療育指導及び相談支援 

（３）障害者自立支援対策臨時特例基金事業 

自立支援法施行に伴う激変緩和や事業者支援 

（４）障がい者就業・生活支援センター事業 

                （本庁執行事業） 

障がい者が抱える労働・生活について行う相談及

び助言 

保健 

福祉課 

 

 

（３）生活支援の充実 

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

生活保護事業 要保護者の生活の支援と円滑な自立を促進するため、

生活保護法に基づく各種扶助を実施します。 

また、実施に当たっては、訪問調査活動、扶養能力調

査及び収入資産等調査の充実徹底、役場・医療機関等関

係機関との連携強化を図り、生活保護の適正実施を推進

します。 

生活 

保護課 

 

 

 

 

 

 

 

就労支援事業 稼働能力を有するが、就労に係る意欲や能力が低い等

就労に至らない被保護者の就労を促進することにより、

経済的自立を支援します。 
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長期入院患者等退院促

進事業 

医療機関に長期入院している被保護者であって、病状

が安定し入院治療の必要性がなく、受入条件が整えば退

院可能な者に対して、退院阻害要因の解消及び地域生活

への移行を促進し、健康で文化的な日常生活が営めるよ

う支援します。 

生活 

保護課 

 

 

住宅支援給付事業 離職者であって就労能力及び就労意欲のある方のう

ち、住宅を喪失している方又は喪失するおそれのある方

を対象として住宅費を支給するとともに、就労支援員に

よる就労支援等を実施し、住宅及び就労機会の確保に向

けた支援を行います。 

 

６【誰もが安全で安心できる生活の確保】 

 

 

（１）生活衛生関係営業施設の衛生水準の維持向上 

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

生活衛生関係営業の衛

生確保事業 

生活衛生関係営業施設に対して、個別的・重点的な指 

導を実施するとともに、自主管理体制の確立を支援しな 

がら衛生水準を確保するため、公衆浴場や旅館の浴槽水 

のレジオネラ属菌検査や理美容所内使用器具の消毒効果 

確認検査を実施するなどして、適切な指導と情報提供に 

努めます。 

（１）理容所・美容所・クリーニング所等営業施設への

立入指導 

（２）旅館及び公衆浴場浴槽水のレジオネラ属菌検査 

（３）業種別衛生講習会の開催 

衛生 

推進課 

 

（２）安全な水の安定的な供給 

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

水道水の安全確保事業 水道水中の放射性物質のモニタリング検査を行い、安

全性の確認を行います。水道事業者等に対して研修会を

通じて水道施設の維持管理に関する知識の普及を行い安

全性の確保に努めます。 

水道水の安定的供給及び水道事業の計画的整備に関す

る指導及び支援を行うとともに、水道施設の適切な維持

管理状況の把握及び指導に努めます。 

（１）水道施設への立入指導（書類検査及び現場検査） 

（２）水道水中の放射性物質のモニタリング検査 

（３）研修会の開催 

（４）水道国庫・県費補助事業の指導及び助言 

（５）危機管理対策の水道事業間の連携の推進 

衛生 

推進課 
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（３）食品等の安全性の確保 

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

食品の安全性の確保事

業 

「平成２５年度福島県食品衛生監視指導計画」に基づ

き、食品製造施設等の効率的かつ効果的な監視指導や食

品の収去検査（加工食品等の放射性物質検査を含む）を

実施し、食品の安全性の確保を図ります。 

また、食品の表示や食の安全確保に関する苦情や相談

の総合窓口として設置されている「食品安全１１０番」

について、関係機関と連携して円滑な運営を行います。 

消費者が安心して食品を選ぶことができるよう、消費

者の視点を重視し、関係機関等との相互の連携を図りな

がら、生産から流通、消費に至る一貫した食品安全確保

対策を推進します。 

（１）食品製造施設等の監視指導 

（２）大規模調理施設や広域流通食品の製造施設の衛生

指導 

（３）食品の収去検査（加工食品等の放射性物質検査を

含む） 

（４）食品衛生思想の普及啓発 

（５）「小・中学生の食の安全教室」等の実施 

（６）食の安全･安心推進事業 

衛生 

推進課 

 

 

（４）人と動物の調和のある共生 

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

人と動物の共生の推進

事業 

県民が快適で健やかな生活を送れるよう、動物による

危害の発生防止に努めるとともに、動物の愛護と適正飼

養に対する関心と理解を深めるための施策を実施しま

す。 

また、東日本大震災の被災動物の救護活動を支援しま

す。 

（１）動物の適正飼養に関する啓発 

（２）「飼い犬等のしつけ方教室」等の動物愛護関係事

業の実施 

（３）動物取扱業者に対する立入指導 

（４）福島県動物救護本部の活動の支援 

衛生 

推進課 
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（５）健康危機管理の強化 

事 業 名 事  業  概  要 担当課 

健康危機管理体制整備

事業 

原因が特定できない健康被害の発生や、大規模な健康

被害が発生した時などの健康危機管理対策に万全を期

すため、関係機関との連携体制整備や平常時から模擬訓

練等による対応能力の向上を図り、マニュアルに基づく

迅速かつ適切な対応に努めます。 

（１）平常時対応 

・所内体制整備等 

・模擬訓練等の実施 

・災害時医薬品等の備蓄 

・災害時用医療資機材の保管管理 

（２）発生時対応（２４時間体制） 

医療 

薬事課 

 



 


